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平素は、｢ハイブリッド証券ファンド ロシアルーブルコース｣ （以下、当ファンド）をご愛顧賜り、厚く御礼申し上

げます。

当ファンドの基準価額は、ロシアルーブル（以下、ルーブル）の下落により、大幅に下落しました。当資料では当

ファンドの運用状況および今後の見通しをご報告させていただきます。

販売用資料
2022年4月6日

運用実績

※期間：2009年11月13日（設定日前営業日）～2022年3月31日（日次）
※基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後の価額です。換金時の費用・税金などは考慮していません。
※分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を当ファンドに再投資したとみなして計算した理論上のものであり、実際の基準価額とは異なります。

（億円）（円）

（年/月/日）

※2022年3月31日時点
※騰落率は、税引前の分配金を再投資したものとして算出していますので、 実際の投資家利回りとは異なります。
※各期間は、基準日から過去に遡っています。また設定来の騰落率については、設定当初の投資元本をもとに計算しています。

基準価額の騰落率（税引前分配金再投資ベース）

※上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。
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運用状況について

2022年2月24日、ロシアのプーチン大統領がウクライナ東部への軍事作戦を開始したことや侵攻に対する措置

として、欧米諸国がロシア中央銀行（以下、ロシア中銀）への制裁やロシアの一部大手銀行をSWIFT（国際

銀行間通信協会）からの排除を行ったことなどを受け、急速な米ドル高／ルーブル安が進行しました。このような

なか、当ファンドの基準価額は2022年3月17日に2,051円まで下落しました。ウクライナ侵攻への対抗措置とし

て行われた欧米諸国からの経済制裁によって、ロシアの金融市場への信認が大きく低下したことが下落の要因と

考えられます。

当ファンドは、主要投資対象とする外国投資信託において、ルーブルを対象とした為替取引を行っておりましたが、

足もとのロシアを取り巻く国際的な情勢および同国の信用力やルーブルの流動性等に鑑み、投資家保護の観点

から為替取引の解消を検討した結果、3月16日より外国投資信託のルーブルに関する為替取引の解消および

対円での為替ヘッジを行い3月22日に完了しております。これにより、当ファンドの基準価額は、実質的な投資対

象であるハイブリッド証券の動向が反映される一方、為替変動による影響は軽減*されることとなりました。なお、当

該措置はロシアルーブルの為替取引が正常化するまでの一時的な対応となりますことをご承知おきくださいますよう

お願い申し上げます。
＊外国投資信託において、ルーブルに関する為替取引を解消すると共に、円を買い予約する為替取引により、対円で為替ヘッジを行い為替変動リスクを軽
減する運用を行いますが、為替変動リスクを完全に排除できるものではなく、為替変動の影響を受ける場合があります。

※上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

ロシアルーブル下落の背景

ロシアによるウクライナ侵攻発表後のルーブル相場（対米ドル、以下同じ）は、欧米諸国によるロシア中銀への

制裁を受けて、米ドル高／ルーブル安が急激に進行しました。2月28日ロシア中銀は政策金利を9.5％から20％

へ引き上げるなど通貨防衛措置を行いましたが、下落に歯止めがかからず、3月7日には1米ドル＝138.9ルーブ

ルを記録しました。

ルーブル相場の下落が進んだ要因として、欧米諸国の制裁によりロシア金融市場への信認が大きく低下したこと

があげられます。米財務省がロシア中銀との取引を禁止する対応を実施したことで、ロシア中銀はロシア国外で保

有する外貨準備が使用できなくなり、積極的な為替介入等が実施しづらい環境となりました。また、ロシア大手銀

行の一部がSWIFTから排除されたことを受け、ロシアとその他の国で送金等の取引を行うことが難しい状況となり

ました。

現状、停戦に向けた交渉協議は複数回行われたものの、首脳会談は実施されておらず、すぐに停戦が実現する

可能性は低いとみられます。仮に停戦に合意したとしても欧米諸国の制裁が即座に解除されるかは不透明である

ことから、ルーブル相場の先行きやロシア金融市場への懸念は引き続きくすぶっているとみられます。

【ロシアルーブル相場の推移】（円） （ルーブル）

ルーブル高

ルーブル安

※期間：2021年3月31日～2022年3月31日（日次）
出所：ブルームバーグのデータをもとにアセットマネジメントOne作成
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今後の見通しについて

3

※上記は作成時点の見解であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

ロシアによるウクライナ侵攻が今後終結しても、終結後の和平の枠組や、ロシアに対する経済制裁がいつまで続く

かは不透明な状況です。また、インフレ上昇が短期間で収束する可能性は低く、インフレ上昇の影響は今後、実

体経済、企業業績に下押し圧力として現れてくるとみています。こうした影響の見極めには、まだ時間を要すること

から、市場では懸念が継続し、変動性が高止まる状態が当面続くとみています。

ハイブリッド証券をはじめとする社債市場全般については、米国、欧州などの金融引き締めペースに左右されると

想定されます。また、ロシアのウクライナ侵攻に関する地政学リスクが世界経済へ与える影響について見極める必

要があると考えていますが、金融セクターにおいては資本が充実していることなどから各金融機関のファンダメンタルズ

への重大な懸念はないとみています。
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ハイブリッド証券ファンド各通貨コースは、外国籍の投資信託証券を通じて、主として世界の金融機関が発行するハイブリッド証券や普通社債に
投資する一方で、当該資産の発行通貨を売り予約し、各通貨コースの対象通貨を買い予約する為替取引を行います。またマネープールファンドは
わが国の短期公社債に実質的に投資します。実質的に組み入れた証券の値動きや信用状況の変化、各通貨コースの対象通貨の為替相場の変動など
の影響により基準価額が変動しますので、これにより投資元本を割り込み、損失を被ることがあります。これらの運用による損益は、すべて投資
者のみなさまに帰属します。したがって、各ファンドは元本が保証されているものではありません。 

 

ファンドの特色(くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください) 
 

１．各通貨コースは、主として世界の金融機関が発行する債券や優先証券を実質的な投資対象とし、安定した収益の
確保と投資信託財産の成長を目指して運用を行います。 

◆各通貨コースは、ケイマン諸島籍外国投資信託｢グローバル・サブオーディネイティド・デット・セキュリティーズ・サ
ブ・トラスト｣(以下｢サブデット・ファンド｣という場合があります。運用:ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメ
ント)と国内投資信託｢国内短期公社債マザーファンド｣(運用:アセットマネジメントOne)を投資対象とするファンド・オ
ブ・ファンズの形式で運用を行います。 

◆各投資信託証券への投資割合は、資金動向や市況動向などを勘案して決定するものとし、サブデット・ファンドの組入比
率は、原則として高位とすることを基本とします。 

※マネープールファンドは、国内短期公社債マザーファンドへの投資を通じて、わが国の短期公社債に実質的に投資し、安定した収益の
確保を目指した運用を行います。各通貨コースからのスイッチング以外の購入のお申し込みはできません。 

２．投資対象とする外国投資信託における為替取引の対象通貨や決算頻度の違いにより、１０の通貨コースとその他に
マネープールファンドがあります。また、各通貨コースおよびマネープールファンド間でのスイッチングが可能
です。 

◆通貨コースは以下の１０コースから選択できます。 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

◆各通貨コースが投資対象とする外国投資信託では、原則として投資対象資産の発行通貨を売り予約し、各通貨コースの対
象通貨を買い予約する為替取引を行います。 

◆円コースでは、実質的に円を買い予約する為替取引により、対円で為替ヘッジを行い為替変動リスクを軽減する運用を行
いますが、為替変動リスクを完全に排除できるものではなく、為替変動の影響を受ける場合があります。 

※スイッチングのお取り扱いの有無や対象ファンドなどは、販売会社により異なります。また、販売会社によっては一部のファンドのみ
のお取り扱いとなる場合があります。詳しくは販売会社でご確認ください。 

 

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります｡ 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
  

各  通  貨  コ  ー  ス 
 

マネープールファンド 円 コ ー ス 米 ド ル コ ー ス 豪 ド ル コ ー ス ブラジルレアルコース 

ロシアルーブルコース インドルピーコース 南アフリカランドコース 中 国 元 コ ー ス 

メキシコペソコース トルコリラコース 

「ロシアルーブルコース」については、足もとのロシアを取り巻く国際的な情勢および同国の信用力やロシアルーブル
の流動性等に鑑み、投資家保護の観点から、2022年3月22日より外国投資信託のロシアルーブルに関する為替取引を
解消し対円で為替ヘッジを行うことといたしました。

当該措置はロシアルーブルの為替取引が正常化するまでの一時的な対応となりますことをご承知おきくださいますよ
うお願い申し上げます。

なお、上記対応に先駆けて、「ロシアルーブルコース」のお買付けおよびスイッチングの申込受付を2022年3月4日より
一時停止させていただいております。ご解約のお申込みにつきましては、従来どおり受付けております。

ロシアルーブルコースのほかに、円コース／米ドルコース／豪ドルコース／ブラジルレアルコース／インドルピーコース／
中国元コース／南アフリカランドコース／メキシコペソコース／トルコリラコースもあります。
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分配方針(くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください) 
 

１．円コース、米ドルコース、豪ドルコース、ブラジルレアルコース、ロシアルーブルコース、インドルピーコース、
中国元コース、南アフリカランドコース、メキシコペソコース、トルコリラコースは、原則として、毎月１２日
(休業日の場合は翌営業日｡)の決算時に、収益の分配を行います。 

◆分配対象額の範囲は、繰越分を含めた経費控除後の利子・配当等収益と売買益(評価益を含みます｡)などの全額とします。 

・円コース／米ドルコース／豪ドルコース／ブラジルレアルコース／ロシアルーブルコース／インドルピーコース／ 
中国元コース／南アフリカランドコース 
分配金額は、経費控除後の利子・配当等収益を中心に安定した分配を行うことを目標に委託会社が決定します。ただし、
分配対象額が少額の場合には、分配を行わないことがあります。 

｢原則として、利子・配当等収益を中心に安定分配を行う｣方針としていますが、これは、運用による収益が安定したものになることや基
準価額が安定的に推移することなどを示唆するものではありません。また、基準価額水準、運用の状況などによっては安定分配とならな
い場合があることにご留意ください。 

・メキシコペソコース／トルコリラコース 
分配金額は、経費控除後の利子・配当等収益を中心に委託会社が決定します。ただし、分配対象額が少額の場合には、分
配を行わないことがあります。 

メキシコペソコースとトルコリラコース(２０１３年７月１１日設定)の分配方針の記載は、２０１２年６月１日より実施された一般社団法人投資
信託協会によるルールに則ったものであり、実質的に他の通貨コースの分配方針と異なるものではありません。 

◆上記にかかる分配金額のほか、分配対象額の範囲内で基準価額水準や市況動向などを勘案して委託会社が決定する額を付
加して分配する場合があります。 

◇運用状況により分配金額は変動します。将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありませ
ん。 

 

２．マネープールファンドは、原則として、年２回(毎年４月、１０月の各月１２日。休業日の場合は翌営業日｡)の決算
時に、収益の分配を行います。 

◆分配対象額の範囲は、繰越分を含めた経費控除後の利子・配当等収益と売買益(評価益を含みます｡)などの全額とします。 

◆分配金額は、委託会社が基準価額水準や市況動向などを勘案して決定します。ただし、分配対象額が少額の場合には、分
配を行わないことがあります。 

◇運用状況により分配金額は変動します。将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありませ
ん。 

 

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります｡
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（注）普通分配金に対する課税については、投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。
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資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります｡



ファンド通信 ハイブリッド証券ファンド

※P.13の「当資料のお取扱いについてのご注意」を必ずお読みください。 8

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります｡
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主な投資リスクと費用（くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください） 

各ファンドは、投資信託証券への投資を通じて値動きのある有価証券等（各通貨コースが投資する外貨建資産には為
替変動リスクもあります。）に投資しますので、ファンドの基準価額は変動します。これらの運用による損益はすべて
投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準価
額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。 
また、投資信託は預貯金と異なります。 

【各通貨コースおよびマネープールファンド共通】 

信用リスク 
公社債などの信用力の低下や格付けの引き下げ、債務不履行が生じた場合には、当該公社債
などの価格は下落します。これらの影響を受け、各ファンドの基準価額が下落する可能性が
あります。 

流動性リスク 

有価証券などを売買する際、当該有価証券などの市場規模が小さい場合や取引量が少ない場
合には、希望する時期に、希望する価格で、希望する数量を売買することができない可能性
があります。特に流動性の低い有価証券などを売却する場合にはその影響を受け、各ファン
ドの基準価額が下落する可能性があります。 
各通貨コースが実質的に投資対象とするハイブリッド証券は、一般に市場における流動性が
相対的に低いため、市況によっては大幅な安値での売却を余儀なくされる可能性があること
から、大きなリスクを伴います。 

金利変動リスク 
公社債の価格は、金利水準の変化にともない変動します。一般に、金利が上昇した場合には
公社債の価格は下落し、各ファンドの基準価額が下落する可能性があります。 

 

【各通貨コース】 

ハイブリッド証券 
(劣後債および優先 
証券など)への投資 
に伴う固有のリスク 

ハイブリッド証券(劣後債および優先証券など)への投資には、普通社債への投資と比較し
て、次のような固有のリスクがあり、価格変動リスクや信用リスクは相対的に大きいものと
なります。また、ハイブリッド証券に関する規制や税制などの変更があった場合、これらの
リスク特性が一部変化する可能性があります。 
①劣後リスク（法的弁済順位が劣後するリスク） 
一般にハイブリッド証券の法的な弁済順位は株式に優先し、普通社債より劣後します。し
たがって、発行体が破綻などに陥った場合、他の優先する債権が全額支払われない限り、
元利金の支払いを受けることができません（法的弁済順位の劣後）。またハイブリッド証
券は一般に普通社債と比較して低い格付けが格付会社により付与されていますが、その格
付けがさらに下落する場合には、ハイブリッド証券の価格が大きく下落する可能性があり
ます。加えて、ハイブリッド証券の中でもCoCo債は発行体が実質的破綻状態であると規制
当局が判断した場合や特定の財務条項に抵触した場合など、元本の全額または一部削減や
普通株式への転換が破綻前に執行される可能性があり、ファンドの基準価額が下落する要
因となります。また、普通株式に転換された場合には、株価変動リスクを負うこととなり
ます。したがって、状況によって普通株式より弁済順位が劣後する可能性があります。 

②繰上償還延期リスク 
一般にハイブリッド証券には、繰上償還(コール)条項が付与されています。繰上償還日に
償還されることを前提として取引されている証券は、市場環境などの要因によって、予定
された期日に繰上償還が実施されなかった場合、あるいは繰上償還されないと見込まれる
場合には、当該証券の価格が大きく下落する可能性があります。 

③利払い繰延リスク 
ハイブリッド証券には、利息または配当の支払繰延条項を有する証券があります。これら
の証券においては、発行体の財務状況や収益動向などの要因によって、利息または配当の
支払いが繰り延べまたは停止される可能性があります。 

次ページに続きます。 
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主な投資リスクと費用（くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください） 
 

前ページからの続きです。 

為替変動リスク 

外貨建資産は、為替相場の変動により円換算価格が変動します。一般に、保有外貨建資産が
現地通貨ベースで値上がりした場合でも、投資先の通貨に対して円高となった場合には、当
該外貨建資産の円換算価格が下落し、各通貨コースの基準価額が下落する可能性がありま
す。 
・各通貨コース(円コースを除く) 
各通貨コースが主要投資対象とする外国投資信託では原則として、各通貨コースの対象通
貨を買い予約する為替取引を行うため、各通貨コースの基準価額は実質的に当該対象通貨
の為替変動の影響を受けます。ただし、為替取引の状況によっては外国投資信託が保有す
る有価証券の発行通貨の影響を受ける場合があります。対象通貨が新興国通貨の場合に
は、為替変動リスクが相対的に高くなる可能性があります。各通貨コースの対象通貨の金
利が実質的な投資対象資産の発行通貨の金利よりも低い場合には、その金利差相当分のコ
ストがかかります。 

・円コース 
円コースが主要投資対象とする外国投資信託では原則として、円を買い予約する為替取引
により、対円で為替ヘッジを行い為替変動リスクを軽減する運用を行いますが、為替変動
リスクを完全に排除できるものではなく、為替変動の影響を受ける場合があります。為替
ヘッジを行うにあたり、円金利が実質的な投資対象資産の発行通貨の金利より低い場合に
は、その金利差相当分のコストがかかります。 

カントリーリスク 
投資対象国・地域の政治経済情勢、通貨規制、資本規制、税制などの要因によって資産価格
や通貨価値が大きく変動する場合があります。これらの影響を受け、各通貨コースの基準価
額が下落する可能性があります。 

特定の業種への 
集中投資リスク 

各通貨コースは、投資信託証券を通じて、金融機関が発行する債券や優先証券に集中的に投
資するため、個別金融機関の財務内容および収益動向などに加えて、金融機関を監督する金
融当局の行政方針や金融システムの状況など、金融セクター固有の要因によるリスクが伴い
ます。したがって、幅広い業種に分散投資を行うファンドと比較して基準価額の変動が大き
くなる可能性があります。金融機関の財務状況に対する懸念が高まる局面や、予想外の金融
行政の変化などが起こった場合には、債券および優先証券の価格下落に伴い各通貨コースの
基準価額は大きく下落する可能性があります。また、発行金融機関が経営不安、倒産、国有
化などに陥った場合には、実質的に組み入れを行っている債券や優先証券の価値が大きく減
少すること、もしくは無くなることがあり、各通貨コースの基準価額に大きな影響を及ぼす
ことがあります。 

特定の投資信託証券 
に投資するリスク 

各通貨コースが組み入れる投資信託証券における運用会社の運用の巧拙が、各通貨コースの
運用成果に大きな影響を及ぼします。また、外国投資信託を通じて各国の有価証券に投資す
る場合、国内籍の投資信託から直接投資を行う場合に比べて、税制が相対的に不利となる可
能性があります。 

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 

各ファンドへの投資に伴う主な費用は購入時手数料、信託報酬などです。  

費用の詳細につきましては、当資料中の「ファンドの費用」および投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 
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お申込みメモ（くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください）

購入単位 販売会社が定める単位（当初元本1口＝1円）

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額（基準価額は1万口当たりで表示しています。）
※マネープールファンドは、各通貨コースからのスイッチング以外の購入のお申込みはできません。

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。

換金単位 販売会社が定める単位

換金価額 【各通貨コース】換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額
【マネープールファンド】換金申込受付日の翌営業日の基準価額

換金代金 原則として換金申込受付日から起算して7営業日目からお支払いします。

申込締切時間 原則として営業日の午後3時までに販売会社が受付けたものを当日分のお申込みとします。

購入・換金申込不可日 【各通貨コース】
以下のいずれかに該当する日には、購入・換金・スイッチングのお申込みの受付を行いません。
・ニューヨーク証券取引所の休業日         ・ニューヨークの銀行の休業日
・ロンドンの銀行の休業日
ただし、次の4つのコースでは、以下に該当する日についても、購入・換金・スイッチングのお申込みの受付を行いません。
ブラジルレアルコース：サンパウロの銀行の休業日
ロシアルーブルコース：ロシアの銀行の休業日 インドルピーコース：インドの銀行の休業日
中国元コース：中国の銀行の休業日

換金制限 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求に制限を設ける場合があります。

購入・換金申込受付の
中止および取消し

金融商品取引所における取引の停止、外国為替取引の停止（マネープールファンドを除きます。）、決済機能の停止、その他やむを
得ない事情があるときは、購入・換金・スイッチングのお申込みの受付を中止することおよびすでに受付けた購入・換金・スイッチン
グのお申込みを取り消す場合があります。

信託期間 2024年10月15日まで（2009年11月16日設定。ただし、メキシコペソコース／トルコリラコースは2013年7月11日設定。）

繰上償還 【各通貨コース】
各通貨コースが主要投資対象とするサブデット・ファンドが償還した場合または以下に掲げる事項の変更により商品の同一性が失
われた場合には、受託会社と合意の上、信託契約を解約し、当該信託を終了（繰上償還）させます。
・サブデット・ファンドの主要投資対象が変更となる場合
・サブデット・ファンドの取得の条件または換金の条件について、投資者に著しく不利となる変更がある場合
次のいずれかに該当する場合には、受託会社と合意の上、信託契約を解約し、当該信託を終了（繰上償還）することがあります。
・各通貨コースにおいて受益権の総口数が30億口を下回った場合
・信託契約を解約することが受益者のため有利であると認める場合
・やむを得ない事情が発生した場合
【マネープールファンド】
次のいずれかに該当する場合には、受託会社と合意の上、信託契約を解約し、当該信託を終了（繰上償還）することがあります。
・受益権の総口数が1億口を下回った場合
・信託契約を解約することが受益者のため有利であると認める場合
・やむを得ない事情が発生した場合

決算日 【各通貨コース】毎月12日（休業日の場合は翌営業日）
【マネープールファンド】毎年4月および10月の各12日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配 【各通貨コース】年12回の毎決算日に、収益分配方針に基づいて収益分配を行います。
【マネープールファンド】年２回の毎決算日に、収益分配方針に基づいて収益分配を行います。
※各ファンドのお申込コースには、「分配金受取コース」と「分配金再投資コース」があります。ただし、販売会社によっては、どち
    らか一方のみの取扱いとなる場合があります。詳細は販売会社までお問い合わせください。

課税関係 課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度および未成年者少額投資非課税制度の適用対象です。
※原則、収益分配金の普通分配金ならびに換金時の値上がり益および償還時の償還差益に対して課税されます。
※税法が改正された場合等には、上記内容が変更となることがあります。

スイッチング 各通貨コースおよびマネープールファンド間において乗り換え（スイッチング）ができます。
スイッチングの取扱いの有無などは、販売会社により異なりますので、詳しくは販売会社でご確認ください。
※スイッチングの方法などは、購入および換金の場合と同様になります。また、購入時手数料は販売会社が別途定めます。

※「ロシアルーブルコース」のお買付けおよびスイッチングの申込受付を2022年3月4日より一時停止させていただいております。

ご解約のお申込みにつきましては、従来どおり受付けております。
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ファンドの費用（くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください）

●投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料 【各通貨コース】購入価額に、3.3％（税抜3.0％）を上限として、販売会社が別に定める手数料率を乗じて得た額となります。
【マネープールファンド】ありません。ただし、各通貨コースからのスイッチングの場合にのみ購入が可能です。

信託財産留保額 【各通貨コース】換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.3％の率を乗じて得た額を、換金時にご負担いただきます。
【マネープールファンド】ありません。

●投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（信託報酬）

◆各通貨コース：
・実質的な負担：各ファンドの日々の純資産総額に対して年率1.705％（税抜1.6％）程度
※上記はサブデット・ファンドを100 ％組入れた場合の数値です。実際の運用管理費用（信託報酬）は、投資信託証券の組入
    状況に応じて変動します。
・各ファンド：ファンドの日々の純資産総額に対して年率1.155％（税抜1.05％）
・投資対象とする外国投資信託：サブデット・ファンドの純資産総額に対して年率0.55％
※サブデット・ファンドは、余資運用の一環として主に短期債券等を投資対象とするファンドへ投資することがあり、かかる場合
    においては当該ファンドの管理報酬等（サブデット・ファンドの純資産総額の年率0.0175％相当を上限とします。）を間接的に
    負担します。
◆マネープールファンド：ファンドの日々の純資産総額に対して年率0.066％～年率0.660％（税抜0.06％～税抜0.60％）
※運用管理費用（信託報酬）は、毎日計上（ファンドの基準価額に反映）され,毎計算期末または信託終了のとき ファンドから支
    払われます。

その他の費用・手数料 その他の費用・手数料として、お客様の保有期間中、以下の費用等を信託財産からご負担いただきます。
・組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料 ・信託事務の処理に要する諸費用 ・外国での資産の保管等に要する
費用　・監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用　　等
監査費用は毎日計上（ファンドの基準価額に反映）され、毎計算期末または信託終了のとき、その他の費用等はその都度ファンド
から支払われます。
※投資対象とするサブデット・ファンドにおいては、有価証券等の売買手数料、株式登録機関兼名義書換事務代行会社の報酬、
    監査報酬、弁護士費用および当初設定にかかる諸費用等がかかります。
※これらの費用等は、定期的に見直されるものや売買条件等により異なるものがあるため、事前に料率・上限額等を示すことが
   できません。

下記の手数料等の合計額、その上限額については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することができません。
※税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。

投資信託ご購入の注意

投資信託は、

当資料のお取扱いについてのご注意

① 預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて、証券会社を通して購入
していない場合には投資者保護基金の対象にもなりません。

② 購入金額については元本保証および利回り保証のいずれもありません。

③ 投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとなります。

○ 当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全性、正確性について、同社が
保証するものではありません。また掲載データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証するものではありません。

○ 当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。

○ 当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成した販売用資料です。

○ お申込みに際しては、販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

○ 投資信託は、主に国内外の株式、公社債および不動産投資信託などの値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替リスクもあります）に投資をし
ますので、市場環境、組入有価証券の発行者に係る信用状況等の変化により基準価額は変動します。このため、投資者の皆さまの投資元本は保証
されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益は全て投資者の皆さま
に帰属します。また、投資信託は預貯金とは異なります。
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◆ファンドの関係法人 ◆
＜委託会社＞アセットマネジメントOne株式会社

[ファンドの運用の指図を行う者]
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第324号
加入協会：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会
＜受託会社＞三井住友信託銀行株式会社

[ファンドの財産の保管および管理を行う者]

＜販売会社＞販売会社一覧をご覧ください

◆委託会社の照会先 ◆
アセットマネジメントOne株式会社

コールセンター 0120-104-694
(受付時間：営業日の午前9時～午後5時）

ホームページ URL http：//www.am-one.co.jp/

2022年4月6日時点

販売会社（お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください）

●その他にもお取扱いを行っている販売会社がある場合があります。
また、上記の販売会社は今後変更となる場合があるため、販売会社または委託会社の照会先までお問い合わせください。

※1 新規募集の取扱いおよび販売業務を行っておりません。
※2 2022年5月1日付からお取扱いを行いませんのでご注意ください。

○印は協会への加入を意味します。□印は取扱いファンドを示しています。

以下は取次販売会社または金融商品仲介による販売会社です。
○印は協会への加入を意味します。□印は取扱いファンドを示しています。
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株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □

みずほ証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第94号 ○ ○ ○ ○ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □

大山日ノ丸証券株式会社 金融商品取引業者　中国財務局長（金商）第5号 ○ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □

楽天証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者　東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ □ □ □ □ □

内藤証券株式会社 金融商品取引業者　近畿財務局長（金商）第24号 ○ ○ □ □ □ □ □ □ □ □

ＵＢＳ　ＳｕＭｉ　ＴＲＵＳＴウェル
ス・マネジメント株式会社

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第3233号 ○ ○ ○ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ※1

エース証券株式会社 金融商品取引業者　近畿財務局長（金商）第6号 ○ ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2

三井住友信託銀行株式会社
（委託金融商品取引業者
ＵＢＳ　ＳｕＭｉ　ＴＲＵＳＴウェル
ス・マネジメント株式会社）

登録金融機関　関東財務局長（登金）第649号 ○ ○ ○ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □


